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動画を用いたインタラクティブな学習環境における認知負荷の効果

の検討
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あらまし 近年の情報技術の発展により，コンピュータを用いた学習環境が広まりつつあり，学習教材として
の動画の利用が進められてきている．動画を用いて有効な学習環境を構築するには，学習者の認知負荷という観
点から検討することが重要であると指摘されている．本研究では，動画を用いたインタラクティブな学習環境に
おいて，再生速度の変化により学習者が受ける認知負荷を操作し，認知負荷が学習効果，学習行動にどのような
影響を及ぼすのかについての検討を行った．実験的検討の結果，動画を用いたインタラクティブな学習環境にお
ける認知負荷の増減は，問題解決方略の選択に影響を及ぼすが，学習効果には影響を及ぼさないことが示された．
また，学習者は，認知負荷の増減に応じて，適応的に行動を行うことが示され，認知負荷が学習行動に影響を及
ぼす可能性が示唆された．
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1. ま え が き

近年の情報技術の発展に伴い，e-learning やWeb-

Based Trainingに代表されるように，コンピュータを

使用した学習環境が広まりつつあり，学習教材として

の動画の利用が進められてきている [1], [2]．

一般には，動画を利用することにより，より大きな

学習効果が得られるという直感があると思われるが，

これまでの実験的研究によると，動画を利用すること

は必ずしも効果的ではないということが報告されてい

る [3]．その原因として考えられているのが，人間の認

知的な処理にかかわるものであり，認知負荷という観

点から検討することの重要性が指摘されている [4]．

動画を用いた学習環境において，効果的に学習を行

うためには，学習と直接関連しない認知負荷を小さく

抑え，学習に集中的に認知資源を割り当てることがで

きる環境を構築することが重要となる [5], [6]．しかし，

動画のもつ動きの速さや複雑性という特徴が原因とな

り，内容についていけない状況や，どこに注目してい

†名古屋大学大学院情報科学研究科，名古屋市
Department of Information Science, Nagoya University,

Furo-cho, Chikusa-ku, Nagoya-shi, 464–8601 Japan

a) E-mail: urao@cog.human.nagoya-u.ac.jp

いのか分からない状況が生じてしまうことがある．そ

れらが学習に関係しない認知負荷を増加させてしまい，

知覚や理解に障害を与え，それが原因となって，十分

な学習効果が得られないことがあると指摘されている．

このような動画の欠点を克服するかぎとなる要素と

して，動画の速度調整，停止，再生，見直し等の機能

がもたらすシステムのインタラクティブ性が挙げられ

ている [3], [7], [8]．これは，学習者が速さについてい

けない状況になった場合には動画を停止し，また，内

容についていけない場合には，振り返り見るというこ

とが自由にできる機能を提供することにより，先に挙

げられた欠点を克服しようという試みである．このよ

うなインタラクティブ性のもたらす効果の検討として，

インタラクティブ性を有するシステムにおける学習と，

インタラクティブ性をもたず，動画をはじめから最後

まで流して視聴することしかできないシステムにおけ

る学習との比較・検討が進められている [9]～[11]．そ

の結果，インタラクティブ性をもったシステムにおけ

る学習は，インタラクティブ性をもたないシステムで

の学習と比較し，効果的に学習が行えると報告されて

いる．

これらは，学習者はシステムのもつインタラクティ

ブな特徴により，学習に関連しない認知負荷が増加す
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ることを防ぐための行動，すなわち，認知負荷を調整

するための行動をとることが可能となっていることの

効果と考えることができる．また，このような学習行

動が，効果的に学習を行うための重要な要素となって

いると考えられる．

しかし，これまでの研究では，学習者がこのような

インタラクティブな特徴を使用して，どのように認知

負荷の調整を行っているのかという点についての詳細

な検討はなされてこなかった．また，認知負荷の調整

を行うための学習行動が，どのように学習効果と結び

付いているのか，その調整方法により学習効果に差

はあるのかという点についての検討もなされてこな

かった．

以上の背景に基づき，本研究では，動画を用いたイ

ンタラクティブな学習環境における認知負荷の増減が，

学習効果，学習行動にどのような影響を及ぼすのかに

ついて，詳細な実験的検討を行う．

本研究では，工作や組立てなどの学習領域を対象と

する．この理由は，本学習領域は，学習教材として動

画を用いる際に重要とされる，「時間的変化」，「空間的

変化」という特徴 [7], [8] を有するためである．また，

本領域において動画を用いた学習を行う際には，動画

を視聴し，実際に作品の作成を行うことが必要となる．

これより，インタラクティブな特徴が十分に活用され

ることが期待されることも，重要な要素である．

また，使用する材料としては，LEGO社のロボット

作成キットであるマインドストームを用いた．これは，

小学校から大学・企業に至るまで，幅広い実践・活用

が行われているためである [12]．

本研究では認知負荷に関連する要因として，動画の

再生速度を取り上げる．これは，先に挙げられたよう

に，動きの速さが原因となり，動画を用いた学習時に

おける認知負荷が増減することが指摘されているため

である．

2. 実験システム

以下では，本研究で使用された実験システムの概要

について述べる．実験システムの概観を図 1 に示す．

本システムは，動画の再生装置とコントローラから構

成される．本システムの使用者は，ディスプレイ上に

動画で示されるマインドストームの作品作成プロセス

を視聴し，実際にそのプロセスを追従することによっ

て，組立てスキルの学習を行う．

本システムで使用する，学習コンテンツとしての動

(a) Replay screen (b) Foot controller

図 1 実験システム概観
Fig. 1 Overview of an experimental system.

画は，マインドストームの作成に熟達した作成者の作

成プロセスを，頭部に固定された小型カメラにより撮

影した．これは，作成者の視野がとらえられた動画を

使用することにより，正確なプロセスの追従を支援し，

学習に集中できる環境が提供できると考えたためで

ある．

本システムでは，コントローラとして，マウス，及

びフットコントローラが用意されている．システムの

使用者は，コントローラで動画の一時停止，再生，少

し進む・戻る，特定の位置へのジャンプを行うことが可

能であり，それらによってシステムのインタラクティ

ブ性が実現されている．

本研究では，バックグラウンドで動画の再生速度を

調整できるようにシステムの設計を行い，学習者の認

知負荷の実験的操作を可能とした．すなわち，再生速

度が速い部分では，学習者の認知負荷は大きくなり，

逆に再生速度が遅い部分では，学習者の認知負荷は小

さくなると考えた．また，コントローラの操作履歴が

取得されるように構成された．

3. 実 験

先に述べられた実験システムを使用し，動画を用い

たインタラクティブな学習環境における認知負荷の増

減が学習にどのような影響を及ぼすのかを実験的に検

討した．学習の対象となった作品を図 2 に示す [13]．

3. 1 被 験 者

マインドストームの初心者である大学学部生 56 名

が実験に参加した．なお，実験中におけるシステムの

操作履歴に基づき，全体の操作回数が平均値±2SDの

範囲に収まらなかった 5 名を分析対象から除外した．

結果として，ギア条件，滑車条件，統制条件の 3条件

に各 17 名が無作為に割り当てられた（実験条件につ

いては，以下の 3. 2参照）．
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図 2 作 成 作 品
Fig. 2 A creature produced in learning phase.

3. 2 実 験 条 件

実験条件は以下の三つである．

(1) ギア条件：ギア機構（図 2 中央部）作成時に

再生速度を加速させ，滑車機構（図 2 左右タイヤ駆動

部）作成時に再生速度を減速させる．

(2) 滑車条件：ギア機構作成時に再生速度を減速さ

せ，滑車機構作成時に再生速度を加速させる．

(3) 統制条件：再生速度の操作を行わない．

なお，再生速度は加速時に 1.4倍速，減速時には 0.7

倍速とした．これは，4名を対象とした予備実験によ

り，これらの速度は明確に速さ（遅さ）を感じると報

告されたためである．

3. 3 手 続 き

実験は，次のような手続きで，個別に行われた．

(1) プレテスト（10分）

(2) 学習フェーズ（最大 40分）

(3) ポストテスト（10分）

(4) 作成テスト（10分）

次に各手続きについて述べる．

3. 3. 1 プレ・ポストテスト

プレ・ポストテストは，学習フェーズの活動を通し

てパーツ，及びパーツの組合せといった最も基礎的な

知識にどのような変化が生じるのかを確認するために

行われた．問題は，あるマインドストームの部分機構

（複数個のパーツが接続されたもの）の写真が提示さ

れ，それを構成するために，どのパーツが何個必要と

なるかを答えるというものである．プレ・ポストテス

トでは，2種類，各 8 問の問題が用意された．1 種類

は，学習フェーズで作成が行われる作品のギア機構に

含まれるパーツの組合せに関する問題であり，もう 1

種類は滑車機構に含まれるパーツの組合せに関する問

題である．2種類の問題群を用意したのは，学習フェー

ズにおける認知負荷の操作と，学習される機構に関連

図 3 モータ，障害棒付き棒，及び作成テスト作品例
Fig. 3 A motor and two beams on which obstruction

parts are connected and an example product

in performance test.

があるのかを確認するためである．

3. 3. 2 学習フェーズ

学習フェーズにおいては，実験システムを利用して

図 2 に示される作品の作成を行った．具体的な作成手

順は，(1)ギア機構箇所補強部の作成，(2)ギア機構動

力伝達部の作成，(3)その他車体部の作成 1，(4)滑車

機構動力伝達部の作成，(5)滑車機構箇所補強部の作

成，(6)その他車体部の作成 2となる．

本フェーズのうち，(2)，(4)の動力伝達機構部の作

成時に限定し，動画の再生速度を操作することにより，

認知負荷の操作を行った．なお，動画の再生速度はシ

ステムにより自動制御される．

3. 3. 3 作成テスト

作成テストは，マインドストームの基礎的なスキル

の一つである，ある目標を達成する機構を作成すると

いう観点から行われた．課題内容は，モータ 1個と障

害棒付きの棒 2本が用意され，棒 2本をモータに固定

し，障害物を回避してモータの動力を棒の両端に伝え

るというものである．具体的な完成例を図 3 に示す．

このように，モータを中心として，両端に二つの棒を

固定し，ギアと滑車等の組合せにより障害物を回避し

て，モータの動力を棒の両端まで伝えることが課題の

要件となっている．

本課題は，学習フェーズで作成した作品の動力伝達

機構の部分機構を使用することにより，問題が解決で

きるように設定されている．具体的には，図 2 の中央

部に示される「ギアの組合せにより障害物を回避し動

力を伝える機構」（ギア機構），または，図 2 の左右に

示される，「滑車を利用しタイヤを駆動する機構」（滑

車機構）を利用することにより，本課題の要件が達成

される．つまり，学習フェーズでの学習が有効に行わ

れていれば，本課題を解決できることとなる．
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4. 仮説と予測

ここでは，本実験の仮説と予測について述べる．

［仮説 1］ 再生速度の加減速により，認知負荷の操作

が可能となる

学習フェーズにおいて動画が加速されると，学習者

は，時間当りに行う認知的な情報処理の量が増し，通

常の再生速度のときよりも，認知負荷が増加すること

が予測される．また，同様の理由で動画が減速された

箇所では，通常の再生速度のときよりも認知負荷が減

少すると予測される．このように，動画の再生速度の

加減速により，認知負荷の操作が可能となると予測さ

れる．

加速された箇所においては，認知負荷の増大により，

システムのコントローラを利用して，より多くの停止

や見直しの「操作」が行われることが予測される．一

方，減速された箇所においては，より少ない「操作」

で作成を行っていくことが予測される．具体的には，

ギア機構箇所の作成においては，ギア条件の操作が最

も多く，続いて，統制条件，滑車条件の順に操作が減

少することが予測される．また，滑車機構箇所の作成

においては，滑車条件の操作が最も多く，続いて，統

制条件，ギア条件の順に操作が減少することが予測さ

れる．

［仮説 2］ 認知負荷の増減により，学習時間が増減する

認知負荷が増加された箇所では，より多くの操作を

行うことが予測されることから，当該箇所の機構を完

成させるのにより多くの時間を要すると予測される．

また，認知負荷が減少された箇所では，操作の減少が

予測され，当該箇所の機構を完成させるのに要する時

間が短くなると予測される．

具体的には，ギア機構箇所の作成においては，ギア

条件の学習時間が最も長く，続いて，統制条件，滑車

条件の順に学習時間が短くなることが予測される．ま

た，滑車機構箇所の作成においては，滑車条件の学習

時間が最も長く，続いて，統制条件，ギア条件の順に

学習時間が短くなることが予測される．

［仮説 3］ 認知負荷が増加された箇所の機構の使用が

促進される

認知負荷が増加された箇所においては，学習者は作

成に困難さを感じると予測される．しかし，システム

がインタラクティブ性を有することにより，学習者は

認知負荷が過負荷状態になることを防ぐことが可能と

なると考えられる．この際には，当該箇所の作成にお

いてより多くの操作が必要となり，積極的なかかわり

をもつことが必要となる．このことにより，認知負荷

が増加された箇所には，より多くの注意が向けられる

こととなり，学習フェーズに続いて行われる作成テス

トにおいて作品の作成を行う際には，その機構が選択

的に使用されることが予測される．一方，認知負荷が

減少された箇所については，より容易に作成を進めら

れることから，当該箇所への積極的な関与は生じず，

当該箇所の使用は促進されないと予測される．

具体的には，作成テストにおいて，ギア条件は統制

条件に対して，ギア機構をより多く使用することが予

測される．また，滑車条件は統制条件に対して，より

多く滑車機構を使用することが予測される．

［仮説 4］ 認知負荷が増加された箇所の学習が促進さ

れる

仮説 3と同様に，認知負荷が増加された箇所におい

ては，より多くの操作が必要とされ，当該箇所に対し

積極的なかかわりをもつことが予測される．これより，

認知負荷が増加された箇所に関する学習が促進される

ことが予測される．一方，認知負荷が減少された箇所

については，当該箇所への積極的な関与は生じず，学

習は促進されないと予測される．

具体的には，プレ・ポストテストにおいて，ギア条

件は，ギア機構に関連する問題において，他の 2条件

よりも成績が向上し，滑車条件は，滑車機構に関連す

る問題において，他の 2条件よりも成績が向上するこ

とが予測される．また，作成テストにおいては，ギア

条件はギア機構を用いて作品を完成させる学習者が多

く，滑車条件は滑車機構を用いて作品を完成させる学

習者が多くなると予測される．一方，統制条件ではそ

のような偏りが生じないと予測される．

5. 実 験 結 果

以下では，実験結果を示す．

学習フェーズにおいて，すべての被験者が作品を完

成させることができていた．なお，プレテストの成績

において，3条件間においてマインドストームの先行

知識に差は認められなかった（ギア機構に関連する問

題：F(2, 48) = 0.07, n.s.；滑車機構に関連する問題：

F(2, 48) = 0.61, n.s.）．これにより，3 条件の被験者

群の等質性が保証された．

5. 1 再生速度の加減速による認知負荷の操作

再生速度の加減速による認知負荷の操作の検討とし

て，学習フェーズにおける，システムの操作履歴の分
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析を行った．動画再生時における，一時停止（一時停

止状態からの再開ボタンの使用回数と同数）を「一時

停止（再生）」としてカウントし，動画中の特定の位置

への移動，少し進む・戻るボタンの使用回数を「ジャ

ンプ」としてカウントした．

ギア機構作成時における，操作回数の分析結果を

図 4 に示す．1要因の分散分析の結果，一時停止（再

生），ジャンプの双方において，条件の主効果が認め

られた（一時停止（再生）：F(2, 48) = 4.41，p < .05；

ジャンプ：F(2, 48) = 5.48，p < .01）．HSD法を用い

た多重比較の結果，一時停止，ジャンプの双方におい

て，ギア条件と滑車条件，ギア条件と統制条件の間に

有意差が認められた（一時停止（再生）：MS = 74.0，

5%水準；ジャンプ：MS = 16.40，5%水準）．これよ

り，ギア機構作成時に，ギア条件は，他の 2条件と比

較し，より多くの操作（一時停止（再生），ジャンプ）

を行っていたことが確認された．一方，滑車条件にお

いては，統制条件に対する操作回数の減少は認められ

なかった．

次に，滑車機構作成時における，操作回数の分析結

果を図 5 に示す．1要因の分散分析の結果，一時停止

（再生）において，条件の主効果が認められた．しかし，

ジャンプにおいては条件の主効果は認められなかった

（一時停止（再生）：F(2, 48) = 4.13，p < .05；ジャン

プ：F(2, 48) = 1.62, n.s.）．HSD法を用いた多重比較

の結果，一時停止において，ギア条件と滑車条件，滑

車条件と統制条件の間に有意差が認められた（一時停

止（再生）：MS = 58.74，5%水準）．これより，滑車

機構作成時に，滑車条件は，他の 2条件と比較し，よ

り多くの一時停止（再生）の操作を行っていたことが

確認された．一方，ギア条件においては，統制条件に

対する操作回数の減少は認められなかった．

更に，ギア機構・滑車機構以外の箇所の作成時にお

ける，操作履歴の分析結果を図 6 に示す．1要因の分

散分析の結果，一時停止（再生），ジャンプの双方にお

いて，条件の主効果は認められなかった（一時停止（再

生）：F(2, 48) = 0.46, n.s.；ジャンプ：F(2, 48) = 1.96,

n.s.）．これより，ギア機構・滑車機構以外の箇所の作

成時の操作回数は，条件間で差は認められなかった．

5. 2 学 習 時 間

認知負荷の増減が，学習時間に及ぼす影響の検討と

して，学習フェーズにおける各機構の作成にかかった

時間を学習時間とし分析を行う．分析は，教材の動画

（当倍速）の再生時間を基準として，動画と同一の機

図 4 ギア機構箇所の操作回数
Fig. 4 Mean numbers of operations during making

gear mechanism.

図 5 滑車機構箇所の操作回数
Fig. 5 Mean numbers of operations during making

pulley mechanism.

図 6 ギア機構・滑車機構箇所以外の操作回数
Fig. 6 Mean numbers of operations in creating

neither gear nor pulley mechanism.

構を作成するために，どれだけの時間がかかったのか

という観点から行われた．具体的な基準は，実験者が，

教材の動画と同一の機構を再現できていると判断した

時点を機構の完成として分析を行った．ただし，作品

の作成において重要ではないと考えられる，装飾部分

における接続位置のずれや，部品不足というエラーに

ついては，エラーを含んでいても完成とした．
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図 7 学習時間/教材時間比
Fig. 7 Ratio of learning time to playing time of

instructional video.

ギア機構箇所，滑車機構箇所，ギア機構・滑車機構

以外の箇所を対象とした，基準となる動画の時間に対

する，学習時間の比の結果を図 7 に示す．

作成された各機構において，実験条件にかかわらず，

基準となる動画に対し，2.4～3倍程度の時間がかかっ

ていたことが示された．各機構における平均学習時間

の比について 1要因の分散分析を行った結果，有意差

は認められなかった（ギア機構箇所：F(2, 48) = 0.05,

n.s.；滑車機構箇所：F(2, 48) = 0.21, n.s.；その他の

箇所：F(2, 48) = 1.25, n.s.）．これより，学習時間は，

認知負荷の操作にかかわらず，全条件同程度であった

ことが示された．

5. 3 プレ・ポストテスト

プレテストとポストテストの結果の分析は，シャフ

トについては，1単位の長さまで間違いを認める形で

分析を行った．これは，他のパーツと比較し，シャフ

トの長さについては目視による判断が困難なためであ

る．結果を図 8 に示す．図 8 の横軸はプレテスト/ポ

ストテストを示し，縦軸は正解数を示す．なお，満点

は 8点である．

3（条件：ギア条件，滑車条件，統制条件）× 2（プ

レテスト/ポストテスト）の分散分析を行った結果，ギ

ア機構に関連する問題（図 8 (a)）と滑車機構に関連

する問題（図 8 (b)）の双方において，プレテストか

らポストテストへの主効果のみが認められ，条件の

主効果，及び交互作用は認められなかった（ギア機

構，条件：F(2, 48) = 1.11, n.s.；プレ・ポストテスト：

F(1, 48) = 30.58，p < .01；交互作用：F(2, 48) = 0.01,

n.s.；滑車機構，条件：F(2, 48) = 0.06, n.s.；プレ・ポ

ストテスト：F(1, 48) = 57.98，p < .01；交互作用：

F(2, 48) = 0.20, n.s.）．これより，3 実験条件ともに

(a) Gear mechanism (b) Pulley mechanism

図 8 プレ・ポストテスト結果
Fig. 8 Comparisons of pre/post tests.

パーツ，及びパーツ組合せの知識について，学習効果

が生じていたが，その効果は条件間で差がないことが

確認された．

5. 4 作成テスト

方略選択・学習効果の検討として，作成テストの分

析を行う．まずはじめに，方略選択の結果，次に学習

効果の結果を示す．

［方略選択］

作成テストにおける，問題解決方略としては，次の

三つを挙げることができる．すなわち (1)ギア機構を

用いて問題解決，(2)滑車機構を用いて問題解決，(3)

ギア機構，滑車機構双方を組み合わせて問題解決で

ある．

ここでは，ギア機構と滑車機構のどちらがより選択

されるのかという観点から，テストが開始されてから

はじめに用いられた問題解決方略の分析を行う．問題

解決方略の分類は，ギア機構補強箇所，及びギア機構

動力伝達部で用いられている部品を用いて問題を解決

しようとした際には，ギア機構方略とし，滑車機構補

強箇所，及び滑車機構動力伝達部で用いられている部

品を用いて問題を解決しようとした際には，滑車機構

方略とした．なお，ギア機構箇所，滑車機構箇所の双

方において用いられる部品は存在しない．方略選択の

結果を表 1 に示す．

カイ二乗検定の結果，有意差が認められた（χ2(2) =

9.23，p < .01）．残差分析の結果，ギア条件において，

ギア機構方略の使用者が多く，滑車機構方略の使用者

が少ないということが示された（p < .05）．一方，滑

車条件においては，滑車機構方略に偏るという傾向は

認められなかった．
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表 1 作成テストの方略選択
Table 1 Strategy selection in performance test.

ギア機構 滑車機構
ギア条件 12 5

滑車条件 5 12

統制条件 4 13

表 2 作成テスト結果
Table 2 Rate of successful subjects.

完成者 未完成者
ギア条件 10 7

滑車条件 10 7

統制条件 13 4

表 3 完成者の方略選択
Table 3 Strategy selection of successful subjects.

ギア機構 滑車機構 双方使用
ギア条件 2 5 3

滑車条件 3 3 4

統制条件 0 4 9

［学習効果］

学習効果の検討として，作成テストの成績の比較，

及び完成者の使用機構の分析を行う．課題の要件を満

たした機構を完成できた被験者を完成者，要件を満た

した機構を完成できなかった被験者を未完成者として

分析を行った．結果を表 2 に示す．

カイ二乗検定の結果，有意差は認められず（χ2(2) =

1.55, n.s.），作成テストの完成者数は，条件間に差が

ないことが確認された．

次に，作成テストの完成者の使用機構の分析を行う．

使用機構の分析は，学習方略の分析と同様に，ギア機

構方略，滑車機構方略の二つの観点から分析を行った．

また，作成テストの終了時には，ギア機構，滑車機構

のいずれかではなく，双方を組み合わせた機構を用い

ることができるために，その場合には，双方使用とし

た．結果を表 3 に示す．

分析の結果，明確な偏りは見られず，作成テストに

おいても，認知負荷の操作と学習効果の関係は認めら

れなかった．

5. 5 実験結果のまとめ

実験結果をまとめると次のようになる．

学習フェーズの操作履歴の分析より，再生速度を調

整した箇所において，動画の再生速度が加速されてい

た条件では，他の 2条件に対し，有意に操作回数が増

加することが確認された．一方，動画の再生速度が減

速されていた条件では，統制条件に対する操作回数の

減少は認められなかった．以上より，仮説 1は部分的

に支持された．

学習フェーズの学習時間の分析から，認知負荷の操

作にかかわらず学習時間は同程度であることが示され，

仮説 2は支持されなかった．

作成テストにおける，学習方略の分析から，ギア条

件においては，ギア機構をより多く使用していること

が確認されたが，滑車条件においては，そのような傾

向は認められなかった．以上より，仮説 3は部分的に

支持された．

プレ・ポストテストの分析，作成テストにおける完成

率，完成者の使用機構の分析から，学習効果に関して

条件間に差は認められず，仮説 4は支持されなかった．

6. 考 察

6. 1 認知負荷が学習に及ぼす影響

まず，仮説 3，4についての考察を行う．作成テスト

の方略選択の分析から，ギア条件は，より多くギア機

構を選択することが確認され，認知負荷が増加された

箇所に対し，より積極的なかかわりをもつことが，方

略選択に影響を及ぼす可能性が示唆された．また，滑

車条件では，より多く滑車機構を選択するという傾向

は認められなかったが，これは，そもそも統制条件に

おいても多く滑車機構が用いられていたことより，一

種の天井効果による傾向の消失であると考えることが

できる．

Festinger は，認知要素間に不一致，不調和などが

起こることを認知的不協和と呼び，この不協和が起き

ると，不協和を低減する行動が起きると指摘してい

る [14]．本研究の作成テストにおける，認知負荷が増

加された箇所の機構の使用が促進されるという現象は，

より多く「コスト」をかけて作成した機構に対し，そ

の機構を利用しないという不協和な状態を防ぐための

行動と考えることができる．

一方，プレ・ポストテストの結果，作成テストの完

成者，完成者の使用機構の分析結果から，認知負荷の

増減が学習効果に及ぼす影響は認められなかった．

本研究では，見本となる動画を視聴し実際に作成

を行うことにより学習を進めており，例をベースと

した学習ということができる．例をベースとした学

習の効果の検討を行っている代表的な研究としては，

Worked-out exampleを用いた研究を挙げることがで

きる．Worked-out example とは，(1) 解法のステッ

プ，(2)問題の公式，(3)最終解法といった三つの内容

をもった例 [15] であり，「熟達者が問題を解決してい
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くモデル」[16] と定義される．

本研究で使用された動画は，「熟達者の作品作成プロ

セス」が記録された教材であった．これは，Worked-

out exampleの「熟達者が問題を解決していくモデル」

という特徴を有していると考えられる．Worked-out

exampleを用いた学習は，特に初心者の学習に有効で

あるということが示されている [16], [17]．本研究で取

り上げた，再生速度の調整による認知負荷の増減とい

う観点だけでは，Worked-out exampleの効果を促進

させることはできず，学習効果には影響がなかったと

考えることができるだろう．

加えて，もう一点注意すべきは短い学習時間である．

本研究では，一度しか作品の作成を行っておらず，認

知負荷の操作の対象となった箇所の学習時間も，各箇

所について，おおむね 4分程度であった．より長時間

の学習において，認知負荷の増減が学習効果に影響を

及ぼすのかについては不明であり，今後の課題となる．

6. 2 認知負荷が学習行動に及ぼす影響

ここでは，仮説 2についての考察を行う．学習フェー

ズの操作履歴の分析から，再生速度を調整した箇所に

おいて，動画の再生速度が加速されていた条件では，

他の 2条件に対し，有意に操作回数が増加することが

確認された．一方，動画の再生速度が減速されていた

条件では，統制条件に対する操作回数の減少は認めら

れなかった．また，学習時間の分析から，認知負荷の

操作にかかわらず，学習時間は同程度であることが示

された．

これまでの動画を用いたインタラクティブな学習環境

における研究では，インタラクティブな学習行動により，

学習時間が増加することが示されており [9], [10], [18]，

加速箇所において，学習時間が増加することが予測さ

れた．また，実験の結果，減速箇所において通常の再

生速度の条件と同程度の操作回数であった．この場合，

再生速度の減速による視聴時間の増加から学習時間が

増加されることが自然な予測である．にもかかわらず，

再生速度の加減速，操作回数の増加によらず，学習時

間は全条件同程度であったことが示され，仮説 2は支

持されなかったが，これは，注目すべき特徴である．

学習フェーズにおける作成方法は，大きく分けて次

の 2種類が存在する．

(1) 動画を視聴して確認を行い，停止して作成

(2) 動画の視聴を行いながら作成

学習フェーズの開始時に作成方法についての具体的な

教示はなされなかったが，すべての被験者は，(1)の

図 9 平均停止時間
Fig. 9 Mean pause time per click.

方法をとっていた．これより，学習時間は，動画を視

聴している時間と停止させて作品を組み立てている時

間の二つに分類することができる．そこで，学習時間

と操作回数との関連という観点から，学習フェーズに

おける，停止時間の分析を行った．停止時間は，操作

履歴に基づき，一時停止と停止状態からの再開までの

時間を積算することで算出された．再生速度が調整さ

れた箇所においては，条件間に一時停止（再生）の操

作回数に差が見られたことから，1停止当りの平均停

止時間の分析を行った．結果を図 9 に示す．

1要因の分散分析を行った結果，ギア機構箇所では

有意差，滑車機構箇所では有意傾向が認められ，ギ

ア機構・滑車機構以外の箇所においては，有意差は

認められなかった（ギア機構箇所：F(2, 48) = 4.70，

p < .05；滑車機構箇所：F(2, 48) = 2.73，p < .10；

その他の箇所：F(2, 48) = 0.70, n.s.）．ギア機構箇所

について，HSD法を用いた多重比較を行った結果，ギ

ア条件と滑車条件，滑車条件と統制条件の間に有意差

が認められた（MS = 9.08，5%水準）．また，滑車機

構箇所においては，滑車条件と統制条件の停止時間は

同程度であるが，それに対し，ギア条件の停止時間が

短いという傾向が見て取れる．

これらの結果から，再生速度が調整されていた箇所

において，加速されていた条件と統制条件の間では停

止時間に差は見られないが，減速されていた条件につ

いては他の 2条件と比較し，停止時間が短いという傾

向が示された．また，再生速度の調整が行われていな

い箇所においては，条件間に停止時間の差は見られな

いことが示された．

以上をまとめると，加速箇所については，学習者は

認知負荷が増加し，動画で示されている作成プロセス

を追従することに困難さを感じていたために，多くの
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停止，再開操作を行っていた．しかし，再生速度が加

速されているために，視聴時間が短くなることから，

統制条件に対する学習時間の増加が見られなかったと

考えられる．

一方，減速箇所については，学習者は通常の再生速

度と比較し認知負荷が減少し，より容易に作成プロセ

スの追従ができると感じていたために，停止状態から

早く再開操作を行っていた．しかし，再生速度が減速

されているために，視聴時間が長くなることから，統

制条件に対する学習時間の増加は見られなかったと考

えることができる．

以上のことから，学習者は，通常の再生速度時より

も認知負荷が増加した状況では頻繁に動画を一時停止

し，認知負荷を調整していたのに対し，認知負荷が減

少した状況では停止時間を短くすることにより，認知

負荷の調整をしていた．以上は，自らが感じた認知負

荷の増減という状況に応じて，「頻繁な一時停止」と

「短時間での再生開始」という異なる方略を用いて認

知負荷の調整を行っていたと解釈することができ，興

味深い結果である．

マルチメディア学習環境における，認知負荷の効果

の検討を行っている研究では，同一の学習コンテンツ

においても，学習者の熟達度により，受ける認知負荷

が異なるということが指摘されている [19]．また，教

材の作成を行う際に，すべての学習者にとって理想的

な認知負荷の状態を想定することは非常に困難である．

インタラクティブ性をもたないシステムでは，教材

開発者によって想定される認知負荷と，学習者が実際

に受ける認知負荷との間のギャップが生じていても，

認知負荷を調整する行動はとれない．しかし，インタ

ラクティブ性をもつシステムでは，そのようなギャッ

プが生じていても，学習者は状況に応じ，停止する回

数を増やすことや，停止する時間を短くする等の行動

をとりながら学習を進めることが可能となる．本研究

の結果は，そのような状況において，学習者は多様な

方略を用いて認知負荷の調整を行うための適応的行動

をとることを示したものである．

しかし，これらの知見の一般への適用には，慎重な

検討が必要となる．本研究の学習対象は組立てスキル

であり，「動画を視聴し，実際に作成を行う」という特

徴があった．このような特徴を有さない学習領域にお

いて，同様の効果が得られるのかの検討が今後の課題

となる．

7. む す び

本研究では，動画を用いたインタラクティブな学習

環境において，再生速度の変化により学習者が受ける

認知負荷を操作し，認知負荷が学習効果，学習行動に

どのような影響を及ぼすのかについての検討を行った．

実験的検討の結果，動画を用いたインタラクティブ

な学習環境における認知負荷の増減は，問題解決方略

の選択に影響を及ぼすが，学習効果には影響を及ぼさ

ないことが示された．また，学習者は，認知負荷の増

減に応じて，適応的な行動に基づき認知負荷の調整を

行うことが示され，認知負荷が学習行動に影響を及ぼ

す可能性が示唆された．
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